　第３類　行政一般

第１章　組織・処務

○東十勝消防事務組合消防本部及び消防署等の設置等に関する条例（昭和47年条例第26号）
○東十勝消防事務組合消防本部に関する規則（昭和62年規則第２号）
○東十勝消防事務組合消防本部、消防署処務規程（昭和62年訓令第４号）
○東十勝消防事務組合消防本部消防職員委員会に関する規則（平成８年規則第２号）

○東十勝消防事務組合消防署に関する規程（昭和62年訓令第３号）
○東十勝消防事務組合消防団の設置に関する条例（昭和50年条例第１号）
○東十勝消防事務組合消防団組織等に関する規則（昭和50年規則第２号）
○東十勝消防事務組合参事等に関する規則（平成９年規則第２号）

○東十勝消防事務組合会議室等使用条例（昭和50年条例第６号）
○東十勝消防事務組合無線運用要綱（昭和58年訓令第３号）
〇東十勝消防事務組合コミュニティ消防センターの設置及び管理に関する条例（平成元年条例第６号）
第２章　職務権限

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則（昭和46年規則第７号）
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程（昭和46年訓令第４号）
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程（昭和46年訓令第６号）

第３章　文書・公印

○東十勝消防事務組合等の公印に関する規程（昭和47年訓令第10号）

第３類　行政一般

第１章　組織・処務

○東十勝消防事務組合消防本部及び消防署等の設置等に関する条例
（昭和47年３月29日　条例第26号）
改正

	昭和53年７月31日　条例第４号
昭和54年12月22日　条例第５号

昭和57年７月13日　条例第３号
	昭和58年３月26日　条例第１号
平成14年12月24日　条例第７号
平成18年12月25日　条例第５号


東十勝消防事務組合消防本部及び消防署等の設置等に関する条例（昭和46年条例第５号）の全部を改正する。

（趣旨）
第１条　この条例は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第10条第１項の規定に基づき、消防本部及び消防署の設置、位置及び名称並びに消防署の管轄区域を定めるものとする。
（消防本部及び消防署の設置）
第２条　東十勝消防事務組合の消防事務を処理するため、次の機関を置く。
(1)　消防本部
(2)　消防署
（消防本部の位置及び名称）
第３条　消防本部は、中川郡幕別町錦町90番地に置き、この名称は「東十勝消防事務組合消防本部」という。
（消防署の位置、名称及び管轄区域）

第４条　消防署の位置、名称及び管轄区域は、別表のとおりとする。
附　則
この条例は、昭和47年４月１日から施行する。
附　則（昭和53年７月31日条例第４号）

この条例は、昭和53年８月１日から施行する。
附　則（昭和54年12月22日条例第５号）

この条例は、昭和54年11月１日から施行する、
附　則（昭和57年７月13日条例第３号）
この条例は、昭和57年７月15日から施行する。
附　則（昭和58年３月23日条例第１号）
この条例は、昭和58年４月１日から施行する。
附　則（平成14年12月24日条例第７号）

この条例は、平成15年３月１日から施行する。
　　　附則（平成18年12月25日条例第５号）

　この条例は、公布の日から施行する。

別表（第４条関係）
	名　　称
	位　　置
	管轄区域

	幕別消防署
	中川郡幕別町錦町90番地
	幕別町一円

	池田消防署
	中川郡池田町字西２条11丁目1番地の12
	池田町一円

	豊頃消防署
	中川郡豊頃町茂岩本町116番地
	豊頃町一円

	浦幌消防署
	十勝郡浦幌町桜町４番地３
	浦幌町一円
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【関連】

○東十勝消防事務組合規約
○東十勝消防事務組合消防本部に関する規則
○東十勝消防事務組合消防本部、消防署処務規程
○東十勝消防事務組合消防本部消防職員委員会に関する規則
○東十勝消防事務組合消防署に関する規程
○東十勝消防事務組合財務規則
○東十勝消防事務組合消防本部に関する規則
（昭和62年４月１日　規則第２号）
改正

	平成７年５月30日　規則第11号
平成９年９月29日　規則第４号

平成10年３月31日　規則第１号
	平成18年２月７日　規則第４号

平成18年３月31日　規則第７号

平成19年１月12日　規則第１号


東十勝消防本部に関する規則（昭和46年４月１日規則第４号）の全部を改正する。

（目的）
第１条　この規則は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第10条第２項の規定に基づき、東十勝消防事務組合消防本部（以下「本部」という。）の組織に関し、必要な事項を定めるものとする。
（組織）
第２条　本部に次の課及び係を置く。
総務課　　総務係、職員係
警防課　　予防係、警防係
（事務分掌）

第３条　前条の課及び係は、次の事務を分掌する。
１　総務課
総務孫
(1)　儀式及び表彰に関すること
(2)　条例、規則等及び公告式に関すること
(3)　議会、監査、公平委員会に関すること
(4)　予算及び決算、その他財政運営に関すること
(5)　補助及び起債事業に関すること
(6) 財産の取得及び処分並びに管理に関すること

(7) 文書の収受、発送及び保管に関すること
(8)  公印の保管及び取扱いに関すること
(9)  その他、他の係に属さないこと

　職員係

(1)　職員及び団員の任免、服務、給与、その他身分に関すること
(2) 職員の厚生福利及び衛生管理に関すること

(3) 共済組合及び退職手当組合に関すること

(4) 職員及び団員の研修に関すること

(5) 職員及び団員の災害補償に関すること

(6) その他職員関係に関すること

２　警防課
予防係
(1)　火災及びその他の災害の予防に関すること
(2)　危険物に関すること
(3)　諸証明及び届出に関すること
(4)　火災警報発令に関すること
(5)　自主防災組織の育成指導に関すること
(6)　その他、予防業務に関すること
警防係
(1)　消防計画に関すること
(2)　救急業務に関すること
(3)　職員及び団員の訓練に関すること
(4)　消防団に関すること
(5)　その他、警防業務に関すること
（消防職員）

第４条　本部におく職員は、消防監、消防司令長、消防司令、消防司令補、消防士長、消防副士長、消防士とする。
２　前項以外の職員は、事務職員、技術職員及びその他の職員とする。
（消防長）
第５条　本部に消防長をおく。
２　消防長は、消防監をもってあてる。
（消防長の職務）
第６条　消防長は、本部の事務を統括するとともに、職員を指揮監督し、法令、条例、及び規則等に基づき、その職務を行ない、組合長に対して責任を負う。
（消防次長）

第７条　消防本部に消防次長を置く。ただし、必要がある場合は、本部以外にも置くことができる。
２　消防次長は、消防司令長をもってあてる。
（消防次長の職務）
第８条　消防次長は、消防長を補佐し、消防長に事故あるときは、その職務を代理する。ただし、次の各号に掲げる事務については、消防長が欠けたとき、又は、長期の事故等により消防長の職務代理者として、本部を掌理する場合を除き、これをすることができない。
(1)　消防長の権限に属する諸規程の制定及び改廃に関すること。
(2)　職員の任命、分限及び懲戒に関すること。
（課長の職及び職務）
第９条　課に課長をおく。
２　課長は、消防司令、又は、事務職員をもってあてる。
３　課長は、上司の命を受け、本部の業務に関すること及び課の事務を掌握し所属職員を指揮監督する。
４　課長は、消防長の職務権限のうち消防長が認めた範囲内のものについて、事務処理をすることができる。
（係長、主任等の職及び職務）
第10条　係に係長をおき、必要により主任をおくことができる。
２　係長は、消防士長、主任は、消防副士長以上の者、又は、事務職員をもってあてる。
３　係長は、上司の命を受け、所管事務を処理する。
４　主任は、上司の命を受け、係長を補佐する。
５　係員は、上司の命を受け、事務に従事する。
（委任）

第11条　この規則に定めるほか必要な事項は、消防長が定める。
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成７年５月30日規則第11号）
この規則は、平成７年６月１日から施行する。
附　則（平成９年９月29日規則第４号）
この規則は、平成９年10月１日から施行する。
附　則（平成10年３月31日規則第１号）
この規則は、平成10年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成18年２月27日規則第４号）

　この規則は、平成18年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成18年３月31日規則第７号）

　この規則は、平成18年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成19年１月12日規則第１号）

　この規則は、公布の日から施行する。ただし、改正後の第４条第２項から第10条第２項までの規程については、平成19年４月１日から適用する。

[image: image2.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合規約
○東十勝消防事務組合消防本部及び消防署等の設置等に関する条例
○東十勝消防事務組合消防本部、消防署処務規程
○東十勝消防事務組合消防本部消防職員委員会に関する規則
○東十勝消防事務組合消防署に関する規程
○東十勝消防事務組合消防本部、消防署処務規程
（昭和62年４月１日　訓令第４号）

改正

	平成元年３月29日　訓令第２号
平成５年３月22日　訓令第４号
平成７年３月31日　訓令第１号
平成７年５月30日　訓令第３号
	平成８年３月15日　訓令第１号
平成10年３月31日　訓令第４号
平成11年４月１日　訓令第１号
平成18年３月31日　訓令第３号


東十勝消防本部処務規程（昭和47年訓令第９号）の全部を改正する。

第１章　総則
（目的）
第１条　この規程は、東十勝消防事務組合消防本部（以下「本部」という。）及び消防署（以下「署」という。）の事務処理並びに一般業務に関して必要な事項を定めることを目的とする。
２　本部及び署の業務及び運営については、別に定めのあるもののほか、この規程の定めるところによる。
第２章　職務権限
（消防長の職務権限）

第２条　消防長は、法令に規定するもののほか、次に掲げる事務を行なう。
(1)　消防職員（以下「職員」という。）の配置及び分掌事務に関すること
(2)　職員の召集に関すること
(3)　職員の休暇、欠勤、旅行に関すること
(4)　職員の出張命令に関すること
(5)　職員の教養訓練に関すること
(6)　職員の身分証明書の交付に関すること
(7)　職員の任命及び懲戒分限に関すること
(8)　隣接市町村の相互応援等に関すること
(9)　消防施設整備拡充に関すること
２　消防長は、次の事項処理については、組合長の承認を得るものとする。
(1)　職員の任用
(2)　職員の道外出張
(3)　その他重要異例に関する事項
（消防署長の職務権限）

第３条　消防署長（以下「署長」という。）は、次に掲げる事務を行なう。
(1)　管轄区域内における火災の予防及び警戒、鎮圧並びにその他の災害の防ぎょに関すること
(2)　管轄区域内における消防設備、並びに危険物に関すること
(3)　管轄区域外の消防応援に関すること
(4)　火災の原因及び損害の調査に関すること
(5)　消防団の指導及び現場指揮に関すること
(6)　消防団事務に関すること
(7)　消防無線通信に関すること
(8)　救急業務に関すること
(9)　建築同意事務に関すること
（応援を求める場合の措置）
第４条　署長は、災害防ぎょのため隣接市町村に応援を求める必要があるときは、消防長の承認を得なければならない。ただし、緊急止むを得ない場合は、直接応援を求めることができる。この場合は、速やかにその旨を消防長に報告しなければならない。
（応援を求められた場合の措置）
第５条　署長は、隣接市町村から応援の要請を受けた場合は、消防長の承認を得て必要な人員、機械を残留し、即時応援出動を命ずることができる。ただし、緊急止むを得ない場合は、署長において決し、速やかに消防長に状況を報告しなければならない。
（職務代理）
第６条　消防長が長期不在のときは、本部所在地の署長（次長）がその職務を代理し、消防長、次長ともに不在のときは、消防長があらかじめ指定した職員（この場合、本部総務課長）が、その職務を代理する。
（閲覧又は報告）

第７条　次長又は、前条の職員が職務を代理したときは、上司が執務したとき直ちに閲覧又は、報告をしなければならない。
第３章　勤務通則
（勤務体制）

第８条　消防長及び消防長の指定する者は、日勤とし他の職員は隔日勤務又は、変則勤務とする。
（班の編成）
第９条　消防署及び支署（以下「署所」という。）においては、別に定める人員を班別にして交代制によって勤務するものとする。ただし、勤務人員等により、これによらない勤務をすることができる。
（当務隊長）
第10条　署長は、各当務隊に当務隊長を定めて、当務隊員の指揮監督の任に当らせるものとする。
２　当務隊長は、消防士長以上の中から、消防長の承認を得て署長が命ずる。ただし当務隊員の中に消防士長の者がいないときは、署長の指定した者が当務隊長の任にあたる。
（勤務時間）
第11条　署所の職員（以下「署員」という。）の当務につく場合の勤務時間は、午前８時45分から翌日８時45分までとする。
２　第８条の規定による日勤の職員及びその他の職員で、日勤となる場合の勤務時間は、午前８時45分から午後５時30分までとする。ただし、署所の都合により消防長の許可を受けて勤務時間を変更することができる。
（引継及び申送）

第12条　当務隊長は、毎朝交代前に所定事項の引継ぎと申送り事項を勤務する当務隊長に引継ぎしなければならない。
（交代）

第13条　署員は、毎朝勤務交代にあたり、署長及び支署長（以下「署長等」という。）の点呼を受けてから交代を行なう。
２　署長等が不在のときは、上席の署員が点呼を行なう。
（交代の注意事項）

第14条　署員は、次の事項を守らなければならない。
(1)　勤務終了者は、直属の指揮者から退庁の命があるまで署所を去らないこと。
(2)　交代前に勤務につかないこと。
(3)　勤務の都合により命ぜられた場合のほかは、みだりに勤務を交替しないこと。
（交代要員の確保）
第15条　当務となる班は、所要の人員未満で、その勤務を交代してはならない。
２　交代時間になっても、非番となる班が災害出動中で、帰署所しない場合は、当務となる班の指揮者は、所定の時間に点呼を行なうものとする。
３　災害が拡大して作業に長時間を要する場合は、当、非両班の指揮者は現場交代、又は、その他の方法について協議しなければならない。
４　交代時間に重複災害が発生し、応援要請を受ける状況下においては、署所の当務となる班員は、直ちに勤務に服し、非番となる班員は、署長の許可がなければ、その職務を免ぜられない。
（夜間勤務）

第16条　夜間に勤務する職員の勤務時間は、別に定める。
（召集）
第17条　職員は、非番及び週休等であっても召集された場合は、直ちに参集しなければならない。
（出勤及び出勤簿の整理）
第18条　職員は、出勤したとき、出勤簿（別記第１号様式）に自から押印しなければならない。
２　総務係（庶務係）は、登庁時間後、直ちに出勤簿を整理しなければならない。
３　出勤簿は、次の区分により記入整理する。
休日、週休、年休、職免、出張、欠勤、遅参、早退、中途
第４章　総務一般
（出張命令）

第19条　出張は、出張命令簿（別記第２号様式）により命ずる。
（復命）
第20条　職員が出張を終え帰庁したときは、速やかにその旅行中取扱った事務の結果を復命書（別記第３号様式）により復命しなければならない。ただし、軽易な事項については、口顛による復命に代えることができる。
（時間外勤務等の命令）

第21条　職員に時間外勤務、並びに休日及び夜間勤務並びに特殊勤務をさせるときは、命令簿（別記第４、５号様式）により命ずる。
（消防手帳等）

第22条　職員は、勤務時間中、常に消防手帳を所持しなければならない。
２　職員は、勤務時間中、ネームを左胸に着用しなければならない。
３　消防手帳の記載事項に変更を生じたときは、変更事項を申出て訂正を受けなければならない。
（履歴書等及び住所等の変更）
第23条　新らたに職員となった者は、遅滞なく履歴書（別記第６号様式）及び身元保証書（別記第７号様式）を提出し、氏名、住所、本籍を変更したとき、又は、学歴、免許等の資格を取留したときは、速やかに、その事実を証明する書面を添付して届出しなければならない。
（身分の異動）
第24条　職員は、次の各号の事由が生じたときは、直ちに届出しなければならない。
(1)　婚姻縁組又は、離婚したとき。
(2)　子供が出生したとき。
(3)　父母又は同居の家族が死亡したとき。
(4)　扶養親族に身分の異動が生じたとき。
（事務引継）

第25条　職員が退職、転任及び事務分掌の異動等のときは、後任者又は、上司の指名した者に、担任事務を引継ぎ、その旨を上司に報告しなければならない。
（市外電話）
第26条　職員が公用で市外電話を使用する場合は、市外電話使用簿（別記様式第８号）に主管課長の承認を受けてから通話しなければならない。ただし、十勝管外とする。
２　職員が私用で市外電話を使用する場合も前項と同じ要領で通話しなければならない。ただし、この場合は、総務（庶務）係長の承認を受けるものとする。
（文書事務の原則）
第27条　文書事務は、適正かつ迅速に行なうとともに、その処理の経過を明らかにするようつとめるものとする。
（秘密の保持）

第28条　秘密の取扱いを要する文書は、特に綿密に行ない、次長又は署長が保管しなければならない。
（文書の区分）

第29条　文書の区分は、次のとおりとする。
(1)　法規文書
ア　条例　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第14条により制定するもの
イ　規則　　地方自治法第15条の規定により制定するもの
(2)　令達文書
ア　訓令　　所属機関又は職員に対し一般的に命令するもの
イ　訓　　　所属機関又は職員に対し個別的に命令するもの
ウ　通達　　本部、署に対し命令通達するもの
(3)　指　　令　　申請、出願に対し、許認可等を行うために発するもの
(4)　公示文書　　告示、公表等一般に公示を要するもの
(5)　一般文書　　前各号に掲げる文書以外のもの
（法規文書等の取扱い）
第30条　総務課長は、法規文書及び公示文書の公示をするときは、公布番号簿（別記様式第９号）に所要の事項を記載し、公示しなければならない。
２　令達文書及び重要、その他異例に属する文書、又は諸様式の設定については、総務課長に合議しなければならない。
３　公布番号簿は、種別ごと毎年１月にこれを起さなければならない。
（文書の収受及び配布）

第31条　本部及び署に到着した文書は、次の各号に定めるところにより取扱わなければならない。
(1)　普通文書（親展文書及び秘密文書を除く文書をいう。）は開封し、文書の余白に受付印を押し文書受付簿（別記様式第10号）に記載の後、本部にあっては、消防次長、署にあっては、署長の検閲を経て、主管課長に配付する。
(2)　親展文書及び秘密文書は、開封しないで、封筒に受付印を押して、消防長宛のものについては、総務係に、署長宛のものは庶務係に、その他のものは、それぞれ各宛人に配布しなければならない。
(3)　現金及び金券等の特殊文書は、金券等処理簿に登記し、消防長又は署長等に配付し、受領印を徴する。
(4)　電報は、電報電話（口頭）受信書（別記第11号様式）に添付し、約字を用いたものは訳文して、消防長又は、署長を経由して、主管課に配付する。
（勤務時間外の文書、物品の処理）

第32条　勤務時間外（日勤者の勤務時間外をいう。）において、本部及び署に到着した文書及び物品は、電報又は、即時処理を要すると認めるものを除くほか、到着した翌日の出勤時刻後直ちに前条の規定により処理しなければならない。
（文書の処理）
第33条　各係は、文書を収受したときは、直ちにこれを係員に閲覧し、必要と認めるものは、消防長又は署長の指示を受けて処理しなければならない。
（合議及び回覧）

第34条　係の所属事務であって他の係に関連するものは、その関係の係に合議又は、回覧する等、連絡を密にして事務の処理を円滑に進めなければならない。
２　特に緊急止むを得ない場合においては前項の規定にかかわらず、直ちに上司の決裁を受け、処理した後、関係の係に回覧することができる。
（文書の起案）
第35条　文書の起案は、すべて起案用紙（別記第12号様式）を用い、必要あるものは、起案の理由、又、参考となる準拠法令、その他資料等を添付すること。
２　前項の規定にかかわらず、軽易な案件については、起案用紙を用いず、原書の余白に、その処理要領を記載して処理することができる。
（記号及び番号）

第36条　文書には、文書件名簿（別記第13号様式）により、記号及び番号を付するものとする。
２　文書に記入する記号は、次の例によるものとし、機密に属するものは、頭字の前に eq \o\ac(○,秘)の文字を加えること。
ア　本部

東十消本第　　号（消防長名の文書）

東十消組第　　号（組合長名の文書）

イ　署

東十消幕署第　　号（幕別消防署長名の文書）
東十消池署第　　号（池田　　　〃　　　　）

東十消豊署第　　号（豊頃　　　〃　　　　）

東十消浦署第　　号（浦幌　　　〃　　　　）
３　文書の番号は、施行の順序に従い、毎年１月１日から一連番号とする。
（文書等の発送）

第37条　発送する文書及び物品は、総務（庶務）係へ回付しなければならない。総務（庶務）係は、発送する文書等を郵便切手使用簿（別記様式第14号）に記入して発送するものとする。
２　文書のうち、送付を要するものは、公印を押さなければならない。ただし、軽易なものについては、この限りでない。
（文書の編さん保存）
第38条　完結文書は、各係において編さん目録をつけ、編さんの上保管しなければならない。
２　文書の保存期限は、次の４種とする。
第１種　　永久保存
第２種　　10年保存
第３種　　５年保存
第４種　　１年保存
３　文書の種別等については、次のとおりとする。
	種　別
	台　帳　等

	第１種
	消防沿革史　令達書類編冊　火災調査書　火災記録カード　職員人事録　消防団員名簿　統計書類編冊　地水利関係台帳　備品台帳　図書台帳　水管台帳　消防車台帳　危険物関係台帳　予防査察台帳　財産台帳　被服支給台帳　勤務日誌　議会議事録

	第２種
	予算関係書編冊　営繕関係書編冊　会議録

	第３種
	出勤簿　時間外勤務命令簿　出張命令簿　官公報編冊　休暇原簿　予防査察調査表　調査関係書編冊　文書件名簿　気象記録簿

	第４種
	諸願届書　文書収受発送簿　消耗品受払簿　勤務表　電話受発信簿


第５章　予防・警防
（査察）

第39条　木部及び署の予防係の職員は、互いに協力して防火対象物の規模、構造用途及び危険物の管理状況について、適切効果な査察を実施しなければならない。
２　前項による査察は、東十勝消防事務組合火災予防条例第２条に指定された場所、及び同条例第65条により届けられた場所については、１年に１回以上、危険物関係法令により許可を受けた施設等、又は、消防長の指定する場所等については、２回以上実施するものとする。
３　前項による査察を実施した場合は、次に掲げる関係台帳及び調査表に必要事項を記載し、消防長又は署長に報告するとともに、これらの台帳等をその都度整理しなければならない。
(1)　防火対象物台帳（別記様式第15号）
(2)　防火対象物査察簿（別記様式第16号）
(3)　一般査察簿（別記様式第17号）
(4)　危険物製造所等台帳（別記様式第18号）

(5)　危験物製造所等査察表（別記様式第19号）

(6)　危険物製造所等許認可証交付台帳（別記様式第20号）

（防火管理者講習会）

第40条　消防長は、消防法施行令第３条第１号による防火管理者講習会を１年に１回以上、実施しなければならない。
２　前項による防火管理者講習会に必要な事項は、別に定める。
（苦情処理）
第41条　関係町の町民から火災予防等に関し投書、又は苦情の申し出があったときは、速やかに、その実状を調査し消防長に報告しなければならない。
（火災警報の発令）
第42条　火災警報は、風速又は湿度の状況を考察して、概ね、次の各号に該当する場合に、組合長が発令するものとする。
(1)　火災危険度が増大し危険と認められたとき。
(2)　気象警報が発令され、現にその状態が切迫し、火災予防上必要と認めたとき。
（火災警報後の態勢）
第43条　火災警報発令後の態勢については、別に定める。
（火災原因・損害調査）
第44条　署の予防係長は、管轄区域内に火災があったときは、その火災の原因及び損害の調査を行なう。
２　前項の火災の原因、損害の調査について必要な事項は、東十勝消防事務組合火災調査要綱（昭和61年訓令第１号）による。
（罹災証明）
第45条　署長は、火災等の被害を受けた者から、罹災の証明について申請があったときは、罹災証明願（別記様式第21号）を提出させて、その内容を審査し、支障ないと認めたときは、これを証明するものとする。
（建築同意）
第46条　建築同意事務は、次の各号により取扱うものとする。
(1)　建築の同意を求められたときは、速やかに現地調査（署長が現地調査の必要なしと認めたものは除く。）をし、調査書（別記様式第22号）に必要事項を記入の上、署長の決裁を得て所定の期間に行政庁に回付すること。
(2)　前号により申請書を行政庁に回付するときは、建築送達簿（別記様式第23号）に所要事項を記入し、回付して押印を受けるものとする。
（指導監督）
第47条　本部の警防課長及び署の副署長又は警防課長（以下「本部、署の副署長等」という。）は、災害等の警戒及び防ぎょ活動並びに平素の教養訓練の適正をはかるため、署員の指導監督について、署長に協力しなければならない。
２　本部、署の副署長等は、災害のあった時は、その現状において、消防隊の活動状況及び水利・通信等関連のある諸状勢を監察しこれを検討して、改善の方途を講ずるものとする。
（水利の把握）
第48条　署所の警防係においては、常に消防水利の状況を把握しておかなければならない。
２　前項の業務に必要な消防水利台帳（別記様式第24、25号）を備え常にこれ等の台帳類を整備しておかなければならない。
（機械器具の管理）
第49条　署所の警防係は、消防機械器具の整備管理については、特に意を用い有事に際して支障のないように努めなければならない。
２　前項の管理に関しては、次の台帳等を備え常に整理しておかなければならない。
(1)　公有財産台帳（別記様式第26号）
(2)　ホース台帳（別記様式第27号）
(3)　消防車両台帳（別記様式第30号）

（消防計画等）
第50条　本部及び署の警防係においては、消防計画を作成し、常に整備しておかなければならない。
２　前項の消防計画は、毎年４月１日現在で整備するものとする。
第６章　出動
（出動）
第51条　職員は、災害を覚知したときは、ただちに出動するものとし、それぞれ直属の上司の指揮を受け、命令の伝達、情報の収集、その他消防活動にあたる。

２　署の警防係は、災害、警戒又は、訓練等に出動した場合は、消防自動車出動記録（別記様式第28号）及び出動報告書（別記様式第29号）を作成し、署長に報告しなければならない。

第７章　教養
（教養）
第52条　消防長は、職員の教養について必要あるときは、消防学校その他の教育訓練機関に職員を派遣し、健全な職員を養成するものとする。
（初任教養）
第53条　初任教養は、新規に任命された職員に対して、実務上必要な基礎的教養を行なうものとする。
（教養計画）
第54条　本部及び署の副署長及び担当課長は、必要な実務及び学科、技能についての教養計画をたて、職員及び消防団員の教養訓練を行なうものとする。
第８章　会議
（会議）

第55条　消防事務執行のため、必要により会議を開催する。
(1)　署長会議　　　　　　　　毎月１回開催
(2)　署幹部会議（係長以上）　毎月１回開催
(3)　その他の会議　　　　　　その都度開催
（検討会）

第56条　消防長が指示した災害については、検討会を開き、これを記録し備えておかなければならない。
第９章　雑則
（指導）

第57条　署長は、所属職員が各自の職能を発揮するよう指導教養に努めなければならない。
（秘密の保持）

第58条　職員は、人事、その他異例、又は重要案件について審議に参画した場合は、特別の理由のない限り、これをみだりに他に漏らしてはならない。
（被服の着用期間）

第59条　被服の着用期間は、次のとおりとする。
(1)　制服（夏）　　６月15日から９月14日まで。
(2)　制服（冬）　　９月15日から翌年６月14日まで。
２　前項の規定にかかわらず、その年の気候の状況により、着用期間を変更することができ、業務の内容に応じ随時作業服を着用できるものとする。
（公務災害報告）
第60条　職員が公務により死亡、又は負傷した場合には、次長又は署長は、速やかに、次の書類を添えて、消防長に報告しなければならない。
(1)　現認書（事故の概要書）
(2)　医師の診断書、死体検案書又は証明書

附　則
この訓令は、昭和62年４月１日から施行する。
附　則（平成元年３月29日訓令第２号）

この訓令は、平成元年４月１日から施行する。
附　則（平成５年３月22日訓令第４号）

この訓令は、平成５年４月１日から施行する。
附　則（平成７年３月31日訓令第１号）
この訓令は、平成７年４月１日から施行する。
附　則（平成７年５月30日訓令第３号）

この訓令は、平成７年６月１日から施行する。
附　則（平成８年３月15日訓令第１号）

この訓令は、平成８年４月１日から施行する。
附　則（平成10年３月31日訓令第４号）
この訓令は、平成10年４月１日から施行する。
附　則（平成11年４月１日訓令第１号）

この訓令は、平成11年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成18年３月31日訓令第３号）

　この訓令は、平成18年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合規約
○東十勝消防事務組合公告式条例
○東十勝消防事務組合消防本部及び消防署等の設置等に関する条例
○東十勝消防事務組合消防本部に関する規則
○東十勝消防事務組合消防本部消防職員委員会に関する規則
○東十勝消防事務組合消防署に関する規程
○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長等の服制の指定について
○東十勝消防事務組合消防吏員服制規則
○東十勝消防事務組合消防吏員被服等貸与規則
○東十勝消防事務組合職員服務規程
○東十勝消防事務組合消防団員の服務等に関する規則
○東十勝消防事務組合消防賞じゅつ金及び殉職者特別賞じゅつ金条例
○東十勝消防事務組合消防賞じゅつ金及び殉職者特別賞じゅつ金規程
○東十勝消防事務組合消防賞じゅつ金等審査委員会に関する規則
○東十勝消防事務組合消防報賞金条例
○北海道広域消防相互応援協定
○北海道広域消防相互応援協定覚書
○十勝管内各消防本部相互における北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○北海道広域消防相互応援協定に基づく申合せ事項
○道東自動車道における北海道広域消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項
〇北海道消防防災ヘリコプター応援協定
【様式】
別記様式第１号（第18条関係）　出勤簿
別記様式第２号（第19条関係）　出張命令簿兼整理簿
別記様式第３号（第20条関係）　復命書
別記様式第４号（第21条関係）　時間外・休日・夜間勤務命令簿兼整理簿
別記様式第５号（第21条関係）　特殊勤務命令簿兼整理簿
別記様式第６号（第23条関係）　履歴書（省略）
別記様式第７号（第23条関係）　身元保証書
別記様式第８号（第26条関係）　市外電話使用簿
別記様式第９号（第30条関係）　東十勝消防事務組合条例規則等公布番号簿
別記様式第10号（第31条関係）　文書受付簿
別記様式第11号（第31条関係）　電話口頭受信簿
別記様式第12号（第35条関係）　起案用紙
別記様式第13号（第36条関係）　文書件名簿
別記様式第14号（第37条関係）　郵便切手使用簿
別記様式第15号（第39条関係）　防火対象物台帳
別記様式第16号（第39条関係）　防火対象物査察簿
別記様式第17号（第39条関係）　一般査察簿
別記様式第18号（第39条関係）　危険物製造所等台帳
別記様式第19号（第39条関係）　危険物製造所等査察表
別記様式第20号（第39条関係）　危険物製造所等許認可証交付台帳
別記様式第21号（第45条関係）　罹災証明願
別記様式第22号（第46条関係）　建築同意調査書
別記様式第23号（第46条関係）　建築同意調査書送達簿
別記様式第24号（第48条関係）　消防水利台帳（水槽）
別記様式第25号（第48条関係）　消防水利台帳（消火栓）
別記様式第26号（第49条関係）　公有財産台帳
別記様式第27号（第49条関係）　ホース台帳
別記様式第28号（第51条関係）　消防自動車出動記録
別記様式第29号（第51条関係）　出動報告書
別記様式第30号（第49条関係）　消防車両台帳
○東十勝消防事務組合消防本部消防職員委員会に関する規則
（平成８年９月26日　規則第２号）

改正

	平成17年９月８日　規則第４号

平成19年１月12日　規則第２号
	


（目的）

第１条　この規則は、消防組織法（昭和22年法律第226号。以下「法」という。）第17条第３項の規定に基づき消防長に準ずる職について及び法第17条第４項の規定に基づき消防職員委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項について定めることを目的とする。
（消防長に準ずる職）
第２条　法第17条第３項の規則で定める消防長に準ずる職は、消防本部の消防次長とする。
２　前項に規定する消防長に準ずる職に長期の事故等があるときは、消防本部の警防課長とする。
（委員長）
第３条　委員長は、委員会の会務を総理し、会議を主宰する。
（委員の定数）
第４条　委員の定数は、次の各号に掲げる組織の区分（以下「組織区分」という。）ごとに、それぞれ当該各号に定めるとおりとし、委員の総定数は10人とする。
(1)　消防本部　　　２人
(2)　幕別消防署　　２人
(3)　池田消防署　　２人
(4)　豊頃消防署　　２人
(5)　浦幌消防署　　２人
（委員の指名）
第５条　消防長は、組織区分ごとに当該組織区分に所属する消防職員のうちから委員を指名する。この場合において、組織区分ごとに指名する委員の半数については、当該組織区分に所属する消防職員の推薦に基づき指名するものとする。
２　委員である消防職員が委員として指名された組織区分に所属しなくなった場合においては、当該消防職員は委員でなくなるものとする。
（委員の任期）
第６条　委員の任期は、１年とする。ただし、委員に欠員を生じたとき新たに指名された委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　委員は、これを再任することができる。ただし、任期が引き続き２期を超えることとなる場合は、この限りでない。
３　委員である消防職員が担当している職務との関連において、委員会の適切な運営のために当該消防職員が委員として引き続き２期を超えて在任することが特に必要であると認める場合には、前項ただし書の規定は適用しない。
（意見取りまとめ者）
第７条　消防長は、消防職員から提出された意見を取りまとめて委員会に提出する者（以下「意見取りまとめ者」という。）を消防職員の推薦に基づき指名するものとする。ただし、意見取りまとめ者は、委員を兼任できないものとする。

２　意見取りまとめ者の定数は５人とするものとする。

(1)　消防本部　　　１人
(2)　幕別消防署　　１人
(3)　池田消防署　　１人
(4)　豊頃消防署　　１人
(5)　浦幌消防署　　１人

３　意見取りまとめ者の任期は、２年とするものとする。ただし、意見取りまとめ者に欠員を生じたとき新たに指名された意見取りまとめ者の任期は、前任者の残任期間とするものとする。

４　意見取りまとめ者は、これを再任することができるものとする。ただし、任期が引き続き２期を超えることとなる場合は、この限りでない。

（消防職員の意見の提出）
第８条　消防職員は、法第17条第１項各号に掲げる事項に関して、別記様式により意見取りまとめ者を経由して委員会に意見を提出することができるものとする。ただし、消防職員が意見取りまとめ者を経由することに支障があると考える場合においては、直接委員会に意見を提出することができるものとする。
２　意見取りまとめ者は、取りまとめた意見を委員会に提出する際に、委員会に対し当該意見に関する補足説明を行い、又は委員会制度の目的の達成に資するよう当該制度の運用に関し意見を述べることができるものとする。

（委員会の会議及び議事等）
第９条　委員会の会議は、毎年度の前半に１回開催することを常例とするとともに、必要に応じ、開催するものとする。
２　委員会の会議は、委員長が招集する。この場合において、委員に対し、会議を開く日の２週間前までに、会議の日時、場所及び審議時間並びに審議の対象となる消防職員から提出された意見の概要を、意見を提出した消防職員及び意見取りまとめ者に対し、会議を開く日までに当該意見を審議の対象とするか否かの取扱いをそれぞれ通知するものとする。
３　委員会は、消防長が定める期日までに提出された消防職員の意見について審議する。
４　委員会の会議は、委員の総定数の３分の２以上の者が出席しなければ開くことができず、その議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。
５　委員長は、委員会の議事を整理し、秩序を保持するため必要な措置をとることができる。
（委員会の意見）

第10条　委員会は、審議の結果を消防長の定める区分に分類し、消防職員から提出された意見と併せて消防長に提出するものとする。
（委員会の審議の結果等の周知）

第11条　委員会は、意見を提出した消防職員及び意見取りまとめ者に対し、当該意見の委員会での審議の結果及び当該結果に至った理由を通知するとともに、消防職員全員に対し、委員会の消防長に対する意見を含めた審議の概要を周知するものとする。

（庶務）

第12条　委員会の庶務は、消防本部総務課において処理する。

（雑則）
第13条　この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、消防長が定める。

附　則
１　この規則は、平成８年10月１日から施行する。
２　平成８年度において消防長が指名した委員の任期は、第６条第１項本文の規定にかかわらず、平成９年３月31日までとする。

附　則（平成17年９月８日　規則第４号）
１　この規則は、平成17年９月８日から施行する。

２　平成17年度において消防長が指名した意見取りまとめ者の任期は、第７条第３項本文の規定にかかわらず、２年に満たない期間とすることができるものとする。

　　　　附　則（平成19年１月12日　規則第２号）

　この規則は、公布の日から施行する。

【様式】

別記様式（第７条関係）　意見書
○東十勝消防事務組合消防署に関する規程
（昭和62年４月１日　訓令第３号）

改正

	昭和63年３月31日　訓令第２号
平成元年３月29日　訓令第１号
平成２年３月26日　訓令第１号
	平成５年３月22日　訓令第１号
平成10年３月31日　訓令第１号
平成18年１月18日　訓令第１号


消防署に関する規程（昭和46年４月１日訓令第１号）の全部を改正する。

（目的）

第１条　この規程は、別に定めるもののほか、消防署長の権限に属する事務を処理するため必要な組織及び所掌事務を明確にし、適正かつ能率的な運営をはかることを目的とする。
（組織）
第２条　消防署（以下「署」という。）に次の課及び係をおく。
消防課　　庶務係、消防係、予防係、保安係
警防課　　警防係、機械係、救急係
２　署に支署及び分遣所をおくことができる。その名称、位置及び受持区域は、別表のとおりとする。
３　支署に次の係をおく。

消防係、予防係、保安係、警防係、機械係、救急係
（事務分掌）
第３条　前条第１項の課及び係は、次の事務を分掌する。
消防課
庶務係
(1)　予算の執行に関すること。
(2)　入札及び契約に関すること。
(3)　消防財産の維持管理及び処分に関すること。
(4)　物品の出納及び保管に関すること。
(5)　企画及び総合統計に関すること。
(6)　公印の管守に関すること。
(7)　他の課係の主管に属さないこと。
消防係
(1)　職員の服装、給与その他身分に関すること。
(2)　職員の福利厚生及び共済に関すること。
(3)　公務災害に関すること。
(4)　儀式及び表彰に関すること。
(5)　消防団の運営に関すること。
(6)　消防職員、消防団員の教養訓練及び服装に関すること。
(7)　文書の収発及び記録の整理保存に関すること。
予防係
(1)　火災予防の企画に関すること。
(2)　火災予防思想の普及宣伝に関すること。
(3)　予防査察に関すること。
(4)　防火管理者の育成指導に関すること。
(5)　消防設備等の指導及び検査に関すること。
(6)　防火対象物に対する消防計画作成指導及び訓練の指導に関すること。
(7)　建築の同意事務に関すること。
(8)　火災の原因及び損害の調査に関すること。
(9)　火災の報告及び統計に関すること。
(10) 民間防火組織の育成指導に関すること。
(11) 各種証明発行に関すること。
(12) その他予防業務に関すること。
保安係
(1)　危険物の規制に関すること。
(2)　危険物施設の管理者及び取扱者の育成指導に関すること。
(3)　その他保安業務に関すること。
警防課
警防孫
(1)　水火災その他災害の警戒防ぎょに関すること。
(2)　相互応援協定等に関すること。
(3)　災害情報及び統計に関すること。

(4)　火災警報及び気象に関すること。
(5)　消防計画及び水防計画に関すること。
(6)　地理水利施設に関すること。
(7)　消防職員及び消防団員の訓練実施に関すること。
(8)　自衛消防に関すること。
(9)　救助業務に関すること。
(10) その他警防業務に関すること。
機械係
(1)　消防通信施設の運用保全に関すること。
(2)　消防用機械器具に関すること。
(3)　その他機械業務に関すること。
救急係
(1)　救急業務に必要な教養訓練に関すること。
(2)　救急器具及び材料に関すること。
(3)　救急自動車の消毒に関すること。
(4)　救急業務計画に関すること。
(5)　救急統計調査に関すること。
(6)　医療機関との連絡調整に関すること。
(7)　その他救急業務に関すること。
２　前条第３項の支署の係は、次の事務を分掌する。
消防係
(1)　文書の収発及び記録の整理保存に関すること。
(2)　庁舎の維持管理及び備品の保管に関すること。
(3)　各種命令簿の整理保存に関すること。
(4)　消防団に関すること。
(5)　他の係の主管に属さないこと。
予防係
(1)　火災予防思想の普及宣伝に関すること。
(2)　予防査察に関すること。
(3)　防火管理者の育成指導に関すること。
(4)　消防設備等の指導及び検査に関すること。
(5)　防火対象物に対する消防計画作成指導及び訓練の指導に関すること。
(6)　火災の原因及び損害の調査に関すること。
(7)　火災の報告及び統計に関すること。
(8)　民間防火組織の育成指導に関すること。
(9)　その他予防業務に関すること。
保安係
(1)　危険物の規制に関すること。
(2)　危険物施設の管理者及び取扱者の育成指導に関すること。
(3)　その他保安業務に関すること。
警防係
(1)　水火災その他災害の警戒防ぎょに関すること。
(2)　地理水利施設に関すること。
(3)　救助業務に関すること。
(4)　その他警防業務に関すること。
機械係
(1)　消防通信施設の運用保全に関すること。
(2)　消防用機械器具に関すること。
(3)　その他機械業務に関すること。
救急係
(1)　救急業務に必要な教養訓練に関すること。
(2)　救急器具及び材料に関すること。
(3)　救急自動車の消毒に関すること。
(4)　救急業務計画に関すること。
(5)　救急統計調査に関すること。
(6)　その他救急業務に関すること。
３　前条第２項の分遣所は、次の事務を分掌する。
(1)　消防用機械器具に関すること。
(2)　分遣所の整理整頼、保全に関すること。
(3)　管轄区域内の火災予防に関すること。
(4)　その他上司の指示事項に関すること。
（消防職員）
第４条　署におく職員は、消防司令長、消防司令、消防司令補、消防士長、消防副士長、消防士とする。
２　前項の職員は、消防本部の職員を兼ねることができる。
（署長）
第５条　署に署長をおく。
２　署長は、消防司令長をもってあてる。
３　署長は、消防長の指揮監督を受け、管轄区域内における消防事務を統括し、所属職員を指揮監督する。
（副署長、支署長、課長、副支署長及び主幹の職及びその職務）
第６条　署に副署長をおく。
２　課に課長をおく。必要により主幹をおくことができる。
３　支署に支署長及び副支署長をおくことができる。
４　副署長、支署長、課長、副支署長及び主幹は、消防司令をもってあてる。
５　副署長は、署長を補佐し、署長に事故あるときは、その職務を代理する。
６　支署長、課長、副支署長及び主幹は、上司の命を受け、所管事務を処理し、所属職員を指揮監督する。
（係長、分遣所長、主任等の職及びその職務）
第７条　係に係長をおく。
２　係に主任をおくことができる。
３　分遣所に分遣所長、又は主任をおくことができる。
４　係長及び分遣所長は、消防士長以上、主任は、消防副士長以上をもってあてる。
５　係長及び分遣所長は、上司の命を受け、所管事務を処理する。
６　主任は、上司の命を受け、係長を補佐する。
７　係員は、上司の命を受け、業務に従事する。
（委任）

第８条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、消防長が定める。
附　則
この訓令は、昭和62年４月１日から施行する。
附　則（昭和63年３月31日訓令第２号）
この訓令は、昭和63年４月１日から施行する。
附　則（平成元年３月29日訓令第１号）
この訓令は、平成元年４月１日から施行する。
附　則（平成２年３月26日訓令第１号）

この訓令は、平成２年４月１日から施行する。
附　則（平成５年３月22日訓令第１号）
１　この訓令は、平成５年４月１日から施行する。
２　東十勝消防事務組合消防出張所、分遣所設置規程（昭和55年規程第３号）は、廃止する。
附　則（平成10年３月31日訓令第１号）
この訓令は、平成10年４月１日から施行する。
附　則（平成18年１月18日訓令第１号）

この訓令は、平成18年２月６日から施行する。
別表（第２条関係）
	名　　称
	位　　置
	受持区域

	幕別消防署札内支署
	幕別町札内中央町319番地9
	幕別町役場札内支所管轄区域

	幕別消防署忠類支署
	幕別町忠類本町112番地
	幕別町役場忠類総合支所管轄区域

	幕別消防署糠内分遣所
	幕別町字五位349番地
	幕別町役場糠内、駒畠両出張所管轄区域

	池田消防署高島分遣所
	池田町字高島61番地
	池田町役場高島支所所轄区域、字高島、信取、美加登、常盤、大森、近牛

	豊頃消防署豊頃分遣所
	豊頃町豊頃旭町156番地
	豊頃、中央区、幌岡、育素多（南25線を境界に南部）

	豊頃消防署大津分遣所
	豊頃町大津寿町１番地
	大津、旅来、長節、湧洞

	浦幌消防署厚内分遣所
	浦幌町字厚内２条通３丁目１番地
	厚内及び上厚内並びに直別地域

	浦幌消防署吉野分遣所
	浦幌町字吉野176番地の１
	字平和、吉野、共栄、統太、生剛、養老、朝日、愛牛、豊北、十勝太、静内

	浦幌消防署上浦幌分遣所
	浦幌町字宝生165番地
	字川上、栄穂、恩根内、川流布、貴老路、合流、宝生、相川、美園、富川、活平
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防本部、消防署処務規程
○東十勝消防事務組合消防団の設置に関する条例
（昭和50年４月１日　条例第１号）

改正

	昭和58年３月26日　条例第３号

平成17年12月22日　条例第５号
	平成18年12月25日　条例第６号

平成20年12月25日　条例第６号


（この条例の目的）
第１条　この条例は、消防組織法（昭和22年法律第226号。以下「法」という。）第18条第１項の規定に基づき、消防団の設置、名称及び区域について定めることを目的とする。
（消防団の設置、名称及び区域）

第２条　東十勝消防事務組合に次の消防団を設置する。
(1)　幕別消防団
(2)　池田消防団
(3)　豊頃消防団

(4)　浦幌消防団
２　前項の消防団の名称及び区域は、別表のとおりとする。
附　則
（施行期日）

１　この条例は、昭和50年４月１日から施行する。
　（忠類村の編入に伴う経過措置）

２　平成21年３月31日までに間に限り、消防団の設置、名称及び管轄区域については、第２条及び別表の規定にかかわらず、次のとおりとする。

	　　名　　称
	管轄区域

	東十勝消防事務組合幕別消防団

　　　　〃　　　　忠類消防団

　　　　〃　　　　池田消防団

　　　　〃　　　　豊頃消防団

　　　　〃　　　　大津消防団

　　　　〃　　　　浦幌消防団
	編入前の幕別町の全区域
編入前の忠類村の全区域

池田町の全区域
豊頃町の全区域（ただし、大津消防団の区域を除く。）
豊頃町大津、旅来、長節、湧洞
浦幌町の全区域


附　則（昭和58年３月26日条例第３号）
この条例は、昭和58年４月１日から施行する。

附　則（平成17年12月22日条例第５号）
この条例は、平成18年２月６日から施行する。

　　　附　則（平成18年12月25日条例第６号）

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成20年12月25日条例第６号）

　この条例は、平成21年４月１日から施行する。

別表
	名　　称
	管轄区域

	東十勝消防事務組合幕別消防団

　　　　〃　　　　池田消防団

　　　　〃　　　　豊頃消防団

　　　　〃　　　　浦幌消防団
	幕別町の全区域
池田町の全区域
豊頃町の全区域

浦幌町の全区域
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防団組織等に関する規則
○東十勝消防事務組合消防団組織等に関する規則
（昭和50年４月１日　規則第２号）

改正

	昭和53年８月７日　規則第３号

昭和54年４月21日　規則第１号
昭和55年10月10日　規則第５号
昭和56年４月１日　規則第４号
昭和56年５月１日　規則第５号
昭和57年４月27日　規則第４号
昭和57年７月13日　規則第５号
昭和58年３月31日　規則第２号
昭和59年１月１日　規則第１号
昭和59年３月14日　規則第２号

昭和59年11月29日　規則第４号

昭和60年４月１日　規則第２号

昭和63年12月26日　規則第６号
	平成６年３月18日　規則第１号
平成６年11月30日　規則第６号

平成７年５月23日　規則第10号
平成７年９月12日　規則第12号

平成12年12月28日　規則第２号
平成14年３月20日　規則第２号

平成17年３月30日　規則第２号

平成18年１月18日　規則第１号

平成18年３月31日　規則第６号

平成19年１月12日　規則第３号

平成21年１月26日　規則第１号

平成23年３月８日　規則第１号

平成23年４月１日　規則第３号
	平成24年７月１日　規則第１号



（この規則の目的）
第１条　この規則は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第18条第２項の規定に基づき消防団の組織等に関し必要な事項を定めるものとする。
（内部組織等）

第２条　消防団の内部組織及び所掌事務は、法令又は条例に定めるものを除くほか、この規則の定めるところによるものとする。
（組織）

第３条　消防団に、団本部（以下「本部」という。）及び分団をおく。
２　本部、分団には、部及び班をおくことができる。
３　分団の名称、管轄区域及び階級別定員については別表に定める。
（本部）

第４条　本部に団長、副団長及び本部員をおく。ただし必要に応じ本部に本部長及び副本部長をおくことができる。
２　団長は消防団の事務を統轄し所属の消防団員を指揮監督する。
３　副団長は、団長を補佐し、団長に事故があるとき又は団長が欠けたときは、その職務を代理する。
４　本部長、副本部長及び本部員は団長の命を受け、本部事務を処理する。
（分団）
第５条　分団に分団長、副分団長を、部に部長、班に班長及び団員をおく。
２　分団長は、上司の命を受け分団の事務を掌理し、所属団員を指揮監督する。
３　副分団長は、分団長を補佐し、分団長に事故があるときは、その職務を代理する。
４　部長、班長及び団員は、上司の命を受け分担事務を処理する。
（任期）

第６条　団長、副団長、分団長、副分団長、部長及び班長（以下「幹部」という。）の任期は４年とする。ただし再任することを妨げない。
２　補欠の幹部の任期は前任者の残任期間とする。
（補則）
第７条　この規則の施行について必要な事項は別に定める。
附　則
この規則は、昭和50年４月１日から施行する。
附　則（昭和53年８月７日規則第３号）
この規則は、昭和53年４月１日から適用する。
附　則（昭和54年４月21日規則第１号）

この規則は、昭和54年４月１日から適用する。
附　則（昭和55年10月10日規則第５号）

この規則は、昭和55年10月10日から施行する。
附　則（昭和56年４月１日規則第４号）
この規則は、昭和56年４月１日から施行する。
附　則（昭和56年５月１日規則第５号）

この規則は、昭和56年５月１日から施行する。
附　則（昭和57年４月27日規則第４号）
この規則は、昭和57年４月１日から適用する。
附　則（昭和57年７月13日規則第５号）

この規則は、昭和57年７月13日から施行する。
附　則（昭和58年３月3I日規則第２号）

この規則は、昭和58年４月１日から施行する。
附　則（昭和59年１月１日規則第１号）

この規則は、昭和59年１月１日から施行する。
附　則（昭和59年３月14日規則第２号）
この規則は、昭和59年４月１日から施行する。
附　則（昭和59年11月29日規則第４号）

この規則は、昭和59年12月１日から施行する。
附　則（昭和60年４月１日規則第２号）
この規則は、昭和60年４月１日から施行する。
附　則（昭和63年12月26日規則第６号）
この規則は、昭和64年１月１日から施行する。
附　則（平成６年３月18日規則第１号）
この規則は、平成６年４月１日から施行する。
附　則（平成６年11月30日規則第６号）

この規則は、平成６年12月１日から施行する。
附　則（平成７年５月23日規則第10号）

この規則は、平成７年６月１日から施行する。
附　則（平成７年９月12日規則第12号）

この規則は、平成７年10月１日から施行する。
附　則（平成12年12月28日規則第２号）

この規則は、平成13年４月１日から施行する。
附　則（平成14年３月20日規則第２号）

この規則は、平成14年４月１日から施行する。
附　則（平成17年３月30日規則第２号）

この規則は、平成17年４月１日から施行する。

附　則（平成18年１月18日規則第１号）

この規則は、平成18年２月６日から施行する。

　　附　則（平成18年３月31日規則第６号）

この規則は、平成18年４月１日から施行する。

　　附　則（平成19年１月12日規則第３号）

この規則は、公布の日から施行する。
　　　附　則（平成21年１月26日規則第１号）

　（施行期日）

１　この規則は、平成21年４月１日から施行する。

　（消防団の統合に伴う経過措置）

２　平成23年３月31日までの間に限り、分団の名称、管轄区域及び階級別定員については、別表の規定にかかわらず、別表中幕別消防団の部本部の項副団長の欄を３に、同項計の欄を18に、同部忠類分団の項団員の欄を30に、同項計の欄を39とする。

３　この規則の施行の日に任命された第６条第１項に規定する幹部の任期については、同項の規定にかかわらず、平成23年３月31日までとする。

　　附　則（平成23年３月８日規則第１号）

この規則は、平成23年４月１日から施行する。

　　附　則（平成23年４月１日規則第３号）

この規則は、平成23年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成24年７月１日規則第１号）
　この規則は、平成24年７月１日から施行する。

別表（第３条関係）

	消防

団名
	団本部及

び分団名
	管轄区域
	階　級　別　定　員

	
	
	
	団長
	副団長
	分団長
	副分団長
	部長
	班長
	団員
	計

	幕　別

消防団
	本　　部
	幕別町全区域
	1
	3
	1
	1
	1
	2
	9
	18

	
	第１分団
	幕別市街及び字明野、新川、大豊、軍岡、南勢、猿別、新和、豊岡一部、相川
	
	
	1
	1
	3
	5
	24
	34

	
	第２分団
	札内市街及び字千住、途別、日新、依田、古舞、栄、豊岡一部
	
	
	1
	1
	4
	7
	30
	43

	
	第３分団
	字糠内、五位、明倫、中里、美川、駒畠、弘和
	
	
	1
	1
	3
	5
	25
	35

	
	忠類分団
	忠類市街及び忠類元忠類、日和、西当、協徳、朝日、公親、共栄、東宝、幌内、明和、新生、中当、古里、晩成
	
	
	1
	1
	3
	4
	31
	40

	池　田
消防団
	本　　部
	池田町全区域
	1
	2
	1
	1
	1
	1
	
	6

	
	第１分団
	池田市街及び字利別、清見、千代田、豊田、東台、昭栄、川合、富岡、様舞
	
	
	1
	1
	5
	9
	50
	66

	
	第２分団
	字青山、信取、美加登、常盤、大森、高島、近牛
	
	
	1
	1
	4
	7
	34
	48

	豊　頃

消防団
	本　　部
	豊頃町全区域
	1
	2
	1
	1
	1
	
	
	6

	
	第１分団
	茂岩市街及び背負、安骨、牛首別、二宮、農野牛、礼作別、統内
	
	
	1
	1
	2
	5
	18
	27

	
	第２分団
	豊頃、中央区、幌岡、育素多（南25線を境界に南部）
	
	
	1
	1
	2
	5
	16
	25

	
	第３分団
	十弗、礼文内、北栄、育素多（南25腺を境界に北部）
	
	
	1
	1
	1
	2
	10
	15

	
	大津分団
	大津市街及び旅来、長節、湧洞
	
	
	1
	1
	2
	5
	19
	28

	浦　幌

消防団
	本　　部
	浦幌町全区域
	1
	2
	1
	1
	1
	1
	8
	15

	
	第１分団
	浦幌市街及び万年、稲穂、幾千世、帯富、常豊、常室、円山、留真、瀬多来
	
	
	1
	1
	3
	6
	21
	32

	
	第２分団
	宇吉野、共栄、平和、統大、生剛、養老、朝日、愛牛、十勝太、静内、豊北
	
	
	1
	1
	2
	4
	12
	20

	
	第３分団
	字厚内、上厚内、直別
	
	
	1
	1
	2
	4
	17
	25

	
	第４分団
	字川上、栄穂、貴老路、恩根内、川流布、宝生、合流、相川、富川、美園、活平
	
	
	1
	1
	3
	6
	17
	28


[image: image6.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合消防団の設置に関する条例
○東十勝消防事務組合参事等に関する規則
（平成９年３月27日　規則第２号）

改正

	平成15年７月１日　規則第２号

平成17年５月11日　規則第３号
	平成18年２月６日　規則第３の２号

平成19年１月29日　規則第６号


（目的）
第１条　この規則は、東十勝消防事務組合規約（昭和45年９月１日地方第1812号指令）第14条の規定に基づき、東十勝消防事務組合（以下「組合」という。）の参事及び副会計管理者（以下「参事等」という。）に関し、必要な事項を定めることを目的とする。
（参事等）
第２条　組合の事務を円滑に処理するため、組合に参事及び副会計管理者を置く。
２　参事は、関係町の副町長を、副会計管理者は、関係町の会計管理者をもって充てる。ただし、組合長の属する町を除く。
（参事等の職務）
第３条　参事は、副組合長を補佐し、副組合長に事故あるときは、その職務を代理する。
２　副会計管理者は、会計管理者の委任を受け、当該所在町の消防の会計事務をつかさどる。
（参事の決裁範囲）

第４条　参事の行う決裁範囲は当該所在町の消防署及び消防団に関する事務とし、東十勝消防事務組合事務決裁規程（昭和46年訓令第６号）によるものとする、
附　則

　（施行期日）
１　この規則は、平成９年４月１日から施行する。

　（忠類村の編入に伴う経過措置）

２　平成22年２月５日までの間に限り、第２条第２項ただし書きの規定については、これを適用しない。ただし、東十勝消防事務組合規約（昭和45年９月１日地方1812号指令）第８条第３項の規定により選任された副町長にあってはこの限りでない。
附　則（平成15年７月１日規則第２号）
この規則は、平成15年７月１日から施行する。
附　則（平成17年５月11日規則第３号）
この規則は、平成17年５月12日から施行する。
　　　附　則（平成18年２月６日規則第３の２号）

　この規則は、平成18年２月６日から施行する。

　　　附　則（平成19年１月29日規則第６号）

　　（施行期日）

１　この規則は、平成19年４月１日から施行する。

　　（収入役に関する経過措置）

２　地方自治法の一部を改正する法律（平成18年法律第53号）附則第３条第１項の規定により収入役が在職するものとされた場合においては、その在職中に限り、改正後の東十勝消防事務組合参事等に関する規則第３条第２項中「会計管理者」を「収入役」とする。
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【関連】

○東十勝消防事務組合規約
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○東十勝消防事務組合会議室等使用条例
（昭和50年４月１日　条例第６号）
改正

	平成16年３月26日　条例第３号
	


（使用の許可）

第１条　東十勝消防事務組合会議室等を使用する者は、次に掲げる事項を記載した申請書を提出し、組合長の許可を受けなければならない。
(1)　使用者の住所、職業及び氏名
(2)　使用の目的
(3)　使用の日時
(4)　会合者の予定人員
（使用の制限）
第２条　組合長は、管理上必要があると認めるときは、第１条の許可について、使用の制限その他必要な条件を付けることができる。
２　組合長は、使用者が次の各号の一に該当するときは、使用を許可しない。
(1)　公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認めるとき。
(2)　その他、組合長において不適当と認めるとき。
（使用の停止又は取消）

第３条　使用者が、次の各号の一に該当するとき組合長は、使用の条件をあらたに付し、若しくはこれを変更し、使用を停止し又は使用の許可を取消すことができる。
(1)　この条例、その他これに基づく命令に違反したとき。

(2)　使用の許可条件に違反したとき。
(3)　その他、組合長において必要があると認めるとき。
（使用料）
第４条　使用者は、別表の使用料を前納しなければならない。
２　前項の使用料は、公共に供し、又は組合長が特別の理由あると認めたときは、使用料を減額し、又は免除することができる。
（使用料の返還）

第５条　既納の使用料は、返還しない。ただし、次の場合においては、その全部、又は一部を返還することができる。
(1)　使用者の責に帰することのできない理由により、使用することができないとき。
(2)　使用前に使用許可の取消、又は変更の申出をなし、組合長が相当の理由があると認めるとき。
(3)　第３条第３号の規定により、使用を停止し、又は使用の許可を取消したとき。
第６条　使用者は、使用を終ったときは、直に使用場所、並びに使用器具を原状に復しなければならない。
（損害賠償）

第７条　使用により、建物、附属物、使用器具に損害を生じたときは、使用者は、その損害を賠償しなければならない。
（規則への委任）
第８条　この条例の施行について必要な事項は、組合長が別に定める。
附　則
この条例は、昭和50年４月１日から施行する。
附　則（平成16年３月26日条例第３号）
この条例は、平成I6年４月１日から施行する。
別表
（浦幌消防署上浦幌分遣所）
	時間
区分
	９時～13時
	13時～17時
	17時～22時
	９時～22時

	会議室
	400円
	400円
	800円
	1,600円

	研修室（和室）
	200円
	200円
	400円
	800円


１　冬期間（11月～４月）は30％増
２　加算料金は、延長時間に使用料の25％増しとし基準時間をこえる時間とする。
○東十勝消防事務組合無線運用要綱
（昭和58年10月１日　訓令第３号）
改正
	昭和60年１月１日　要綱第１号
平成６年３月18日　要綱第１号
平成10年４月22日　要綱第１号
	平成12年12月25日　要綱第１号
平成13年12月21日　要綱第２号


（趣旨）

第１条　消防無線電話（以下「消防無線」という。）の円滑な運用を図るため、法令又は別に定めるもののほかこの要綱の定めるところによる。
（用語の定義）

第２条　この要綱の用語は、次の各号に定めるところによる。
(1)　無線局　　無線設備及びその操作を行うものの総体（ただし、受信のみを目的とするものを含まない。）をいう。
(2)　無線従事者　　総務大臣又は、地方電波監理局長の免許を受けたもので無線設備の操作を行う者をいう。
(3)　移動局　　消防自動車等に設置した無線局、携帯局で移動中又は特定しない地点に停止して通信を行う無線局をいう。
(4)　固定局　　固定業務を行う無線局をいう。
(5)　基地局　　移動局と通信を行うため、陸上に開設する移動しない無線局をいう。
(6)　無線取扱者　　特殊無線技士の資格の無線従事者の操作範囲に属する無線設備のうち、その技術操作が相手方の無線局の無線従事者により管理される移動局、又は携帯局の通信操作を行うものをいう。
(7)　法令　　電波法及びこれに基づく政令並びに規則等をいう。
（任務）

第３条　消防長は消防無線の円滑な運用を図るため、無線局の指揮監督の任にあたるものとする。
２　消防署長は消防無線の使用状況、無線設備の整備状況等を常には握し、その機能を十分発揮できるよう努めなければならない。
３　無線従事者及び無線取扱者は通信に関する業務を行う。
（無線局の設置）

第４条　基地局及び固定局は、消防長が必要と認める消防署、支署、分遣所等に設置する。
２　移動局（携帯局を含む。以下同じ）は、消防長が必要とする消防自動車等に設置する。
（指定周波数）

第５条　当組合の指定周波数は次のとおりとする。
(1)　東十勝消防事務組合割当周波数（以下「組合波」とする。）は、152.81MHZと153,31MHZとする。
(2)　全国共通波は、150.73MHZ（全国共通１）と184.75MHZ（全国共通２）及び154.15MHZ（全国共通３）とする。
（無線局の名称）
第６条　基地局、固定局及び移動局の名称は別表第１のとおりとする。
（無線通信の制限）

第７条　無線通信は、消防業務全般の任務の円滑なる遂行を図るものとし、目的外通信をしてはならない。ただし、法令に定める目的外通信（非常通信）として認められているものはこの限りでない。
（無線通信の統制）
第８条　基地局は、無線通信の円滑な運用を期するため、開局している移動局に対して通信内容を監視し、必要があるときは交信を抑制し、重要通信に支障をきたさないよう統制しなければならない。
（無線局の運用）
第９条　基地局の運用にあたっての通信担当者は、消防署長が当務者の中より指名する無線従事者とする。
２　基地局、固定局は常に送受信状態を保たなければならない。
３　移動局は、出動から帰署まで送受信できる状態を保たなければならない。
４　移動局無線取扱者は、出動中基地局の承認を得た場合のほか持場を離れてはならない。
（混信等の防止）
第10条　消防無線の操作にあたっては、法令に基づき他の無線局との混信又は無変調発信等のないよう細心の注意を払わなければならない。

（通話試験）

第11条　基地局、固定局の組合波及び共通波は週１回以上通話試験を実施するものとする。
２　固定局の無線サイレン吹鳴装置を備えている局については、月２回以上の附属装置の試験を実施するものとする。
３　通信の感明の応答基準は別表第２で定めるところによる。
（秘密の保持）
第12条　消防無線の通信に従事するものは秘密の保持を厳守しなければならない。
（通信要領）

第13条　無線通信を行う場合は、次の各号に掲げるところにより通信用語の簡素化を図り効果的な運用を図るとともに、別添「消防用無線局の通信方法の特例（郵波第44号、昭和58年４月１日付」）を運用するものとする。
(1)　交信内容のうち省略可能な用語（接続詞、助詞等）は極力省略し、簡易化短文化を図ること。
(2)　敬語等内容に不必要な用語は廃止又は簡略すること。
(3)　言語は簡潔にまとめ適切な速度で交信すること。
(4)　交信用語には努めて消防、救急専門用語を用いること。
(5)　消防通信に使用する時刻の表示は、24時間制によるものとする。
(6)　基地局は、移動局から次に掲げる通報があったときは通報時分を応答すること。
ア　消防隊の現場到着
イ　消防隊の現場引揚
ウ　救急隊の現場到着
エ　救急隊の病院到着
(7)　業務中周囲の事情から判断して必要な場合には、別表第３の無線運用に用いる略号及び略語を使用すること。
（機器の取扱い）

第14条　消防無線機器は、丁重に扱い不調及び故障をきたさないように常に機器の保全整備に努めなければならない。
（機器故障の場合の処理）

第15条　消防無線機器に故障を生じた場合は、速やかに消防署長に報告しなければならない。
２　消防署長は、前項の報告を受けた場合は直ちに修理復旧に努めなければならない。
（機器の整備）
第16条　消防署長は常に無線従事者に無線機器の検査を励行させ、通信の正常な操作運用ができるよう必要な整備を行わせなければならない。
（無線業務日誌等）

第17条　基地局、固定局は、無線業務日誌（様式１）を備えつけ所要事項を記入しておくこと。
附　則
この要綱は、昭和53年10月１日から施行する。
附　則（平成６年３月18日要綱第１号）

この訓令は、平成６年４月１日から施行する。
附　則（平成10年４月22日要綱第１号）
この訓令は、平成10年５月１日から施行する。
附　則（平成12年12月25日要綱第１号）

この訓令は、平成13年１月６日から施行する。
附　則（平成13年12月21日要綱第２号）
この訓令は、平成I4年１月１日から施行する。

別表第１（省略）

別表第２

	メリット
	感　明　度

	１

２

３

４

５
	雑音の中にかすかに通話らしいものが聞える程度
雑音が多く話もゆがんで何回も繰り返して話が通じる程度
雑音ひずみは多少あるが割合容易に通話ができる。
雑音は多少残るが十分明快な通話ができる。
雑音が全くなく非常に明快に通話ができる。


別表第３　無線局運用に用いる略号及び略語
	用　　語
	略　号
	略　　語

	開局
	
	カイキョク

	閉局
	
	ヘイキョク

	現在位置
	01
	ゲンイチ

	現場到着
	02
	ゲンチャク

	現場報告
	03
	ゲンジョウ

	病院到着
	04
	ビョウチャク

	病院収容
	05
	シュウヨウ

	現場、病院引揚
	06
	ヒキアゲ

	状況報告
	07
	ジョウキョウ

	住所、氏名、年齢、性別
	08
	ジュウショシメイトウ

	車両、機械等の故障
	09
	コショウ

	放火
	10
	マルホウ

	精神病
	20
	マルセイ

	てんかん
	30
	マルテン

	重篤
	40
	マルトク

	犯罪
	50
	マルハン

	性器関係
	60
	マルエス

	ヒステリー
	70
	マルヒス

	伝染病
	80
	マルデン

	がん
	90
	マルガン

	警察連絡
	100
	ケイレン

	意識、脈拍、呼吸正常
	00
	イシキトウセイジョウ

	軽症
	11
	カルイ

	中等症
	22
	ナカ

	重症
	33
	オモイ

	死亡
	44
	シボウ


備考

１　09は運行不能を含む。
２　10～90は疑いのあるものを含む。
３　60は婦人科出血及び外傷等を総称する。
４　90はがん症状を総称する。
５　略号は特別の意味をもたない。
６　略号の呼称は「マルイチ」「ヨンマル」「イチマルマル」「サンサン」とする。
７　用語の固有名詞を略する場合は適宜な文字にマルをつける。
【様式】
様式１（第17条関係）　無線業務日誌
○東十勝消防事務組合コミュニティ消防センターの設置及び管理に関する条例
（平成元年７月12日　条例第６号）

（趣旨）

第１条　この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２の規定に基づき、東十勝消防事務組合コミュニティ消防センターの設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。
（設置）
第２条　東十勝消防事務組合におけるコミュニティ活動の推進を図ることを目的として、コミュニティ消防センター（以下「センター」という。）を次のとおり設置する。
名　称　　途別コミュニティ消防センター
位　置　　中川郡幕別町字途別231番地の２

（使用の承認）

第３条　センターを使用する者（以下「使用者」という。）は、あらかじめ組合長の承認を受けなければならない。
（使用の不承認）
第４条　組合長は、公益の維持管理上の必要及び施設保全に支障があると認められるときは、使用を承認しないことができる。
（使用）

第５条　使用者は、管理者が指示した事項に留意し、常に善良な使用者としての注意をもって使用しなければならない。
２　組合長は、使用者がこの条例又はこの条例に基づく諸規定に違反したときは、使用の承認を取り消し、使用を停止させ又は退館を命ずることができる。
（賠償）

第６条　使用者がセンターの建物又は設備その他の物件を損傷し又は滅失したときは、組合長の定めるところにより損害額を賠償しなければならない。
（委任）
第７条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は組合長が定める。
附　則
この条例の施行期日は、規則で定める。（平成元年10月規則第３号で、同元年11月１日から施行）
第２章　職務権限

○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
（昭和46年４月１日　規則第７号）

地方自治法第152条第１項の規定による組合長に事故があるとき又は欠けたときに、その職務を代理する副組合長の順序は次のとおりとする。
記
第１順位　　組合長の属する関係町の副組合長
第２順位　　池田町に属する副組合長
第３順位　　豊頃町に属する副組合長
第４順位　　浦幌町に属する副組合長
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
[image: image8.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合規約
○東十勝消防事務組合参事等に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
（昭和46年７月８日　訓令第４号）
改正

	昭和62年４月１日　訓令第６号
	


（趣旨）

第１条　東十勝消防事務組合における事務を円滑に行なうため、組合長の職務の委任については、この規程の定めるところによる。
（委任事務）
第２条　副組合長（組合長の属する関係町の副組合長を除く。）は関係署に係る組合事務に関し組合長の職務を代理し、これを執行するものとする。
（結果の報告）
第３条　前条の規定により執行した事項で重要又は異例に属すると認められる事務については、組合長に文書を以てその処理の結果を報告しなければならない。
附　則
この規程は、昭和46年７月１日から施行する。
附　則（昭和62年４月１日訓令第６号）

この規程は、昭和62年４月１日から施行する。
[image: image9.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合規約
○東十勝消防事務組合参事等に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
〇東十勝消防事務組合事務決裁規程
○東十勝消防事務組合事務決裁規程
（昭和46年８月30日　訓令第６号）
改正

	昭和54年11月12日　訓令第３号
昭和57年10月15日　訓令第２号
昭和62年４月１日　訓令第８号
平成５年３月22日　訓令第２号
平成７年５月30日　訓令第４号
	平成９年３月27日　訓令第１号
平成10年３月31日　訓令第２号
平成11年４月１日　訓令第２号
平成11年４月１日　訓令第３号
平成19年１月25日　訓令第２号


（趣旨）

第１条　東十勝消防事務組合における事務の決裁は、別に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。
（用語の意義）

第２条　この規程における用語の意義は、それぞれ次の各号に定めるところによる。
(1)　決裁　　組合長又は、組合長から権限の委任を受けた者（以下「受任者」という。）の権限に属する事務について、最終的に意思決定することをいう。
(2)　専決　　組合長又は受任者の権限に属する事務について、常時これらの者に代わって決裁することをいう。
(3)　代決　　組合長、受任者又は専決することができる者（以下「決裁権者」と総称する。）が不在のとき、これらの者に代わって決裁することをいう。
（組合長の決裁事項）

第３条　組合長の権限に属する事務のうち重要又は異例な事項については、組合長の決裁を受けなければならない。
２　前項に規定する事項は、おおむね次のとおりとする。
(1)　組合事務の総合調整及び運営に関すること。
(2)　権限の委任に関すること。
(3)　消防長の任命に関すること。
(4)　消防長以外の職員の任命の承認に関すること。
(5)　消防長の管外出張に関すること。
(6)　異議の申立て訴訟に関すること。
(7)　表彰に関すること。
(8)　儀式に関すること。
(9)　予算の編成に関すること。
(10) 議会に議案を提出すること。
(11) 収入支出命令に関すること。
(12) 予備費の支出に関すること。
(13) 予算の流用に関すること。
(14) 契約の締結に関すること。
(15) 財産の取得、交換及び処分に関すること。
(16) 起債に関すること。
(17) 消防法に基づく危険物に関すること。
(18) 消防団長以外の消防団員任命の承認に関すること。
(19) 消防団長の任命に関すること。
(20) 条例、規則及び訓令の制定及び改廃に関すること。
（副組合長の専決事項）
第４条　組合長の決裁事項中各消防署に属する事務のうち前条第２項第11号から第18号の規定は、それぞれの消防署所在地の副組合長が専決できるものとする。

（参事の専決事項）

第４条の２　参事が専決できる事項は、関係町の事務決裁規程を準用する。この場合において、当該規定中「副町長」とあるのは「参事」と読み替えるものとする。
（消防長の専決事項）

第５条　消防長が専決できる事項は、次のとおりとする、
(1)　警報の発令及び解除に関すること。
(2)　たき火又は喫煙の制限に関すること。
(3)　１件200万円未満の支出負担行為に関すること。
(4)　１件200万円未満の支出命令に関すること。
(5)　１件500万円以上の歳入調定
(6)　給料、職員手当、共済費、退職手当組合負担金及び市町村総合事務組合負担金の支出命令に関すること。
(7)　公債費の支出命令に関すること。
(8)　前各号のほか関係法律の規定に基づく消防長の権限に属する事項に関すること。
（消防次長の専決事項）
第６条　消防次長の専決できる事項は、次のとおりとする。
(1)　１件30万円未満の支出負担行為に関すること。

(2)　１件30万円未満の支出命令に関すること。
(3)　１件500万円未満の歳入調定
(4)　各種台帳の調整及び整備に関すること．
(5)　前各号のほか所掌事務のうち定例に属し、かつ、軽易な事務に関すること。
（本部課長の専決事項）
第６条の２　本部課長が共通して専決できる事項は、次のとおりとする。
(1)　本部係長以下職員の休暇等の承認に関すること。
(2)　本部係長以下職員の時間外勤務及び休日勤務命令に関すること。
(3)　本部係長以下職員の特殊勤務命令に関すること。
(4)　本部係長以下職員の道内出張命令に関すること。
(5)　１件10万円未満の支出負担行為に関すること。
(6)　各種台帳の調整及び整備に関すること。
(7)　前各号のほか所掌事務のうち定例に属し、かつ、軽易な事務に関すること。
２　総務課長が専決できる事項は、次のとおりとする。
(1)　１件10万円未満の支出命令に関すること。
(2)　１件100万円未満の歳入調定
(3)　歳入歳出外現金の収入及び支出命令に関すること。
（署長専決事項）

第７条　署長が専決できる事項は、次のとおりとする。
(1)　消防署の管轄区域内における消防法及び関係法令規則等に基づき、消防長の権限に属する次の事項
ア　各種届出及び承認等に関すること。
イ　火災防止のための資料の提出、報告、検査、質問等に関すること。
(2)　危険物規制事務（ただし、重要又は異例のものについては、この限りでない。）に関すること。
(3)　所属職員の休暇、欠勤等服務上の諸願、届に関すること。
(4)　所属職員の道内の出張命令に関すること。
(5)　諸証明及び閲覧に関すること。
(6)　所属職員の勤務に関すること。
(7)　副署長、課長等の特殊勤務命令に関すること。
(8)　１件20万円未満の支出負担行為に関すること。
(9)　１件20万円未満の支出命令に関すること。
(10) １件100万円未満の歳入調定
（副署長、課長の専決事項）
第８条　副署長、課長が専決できる事項は次のとおりとする。
(1)　署に所属する公印の管守に関すること。
(2)　所属職員の時間外、夜間及び休日勤務命令に関すること。
(3)　所属職員の十勝管内の出張命令に関すること。
(4)　特殊勤務命令に関すること（深夜勤務、災害出動、救急出動）。
(5)　車両の点検に関すること。
(6)　車両運転記録簿に関すること。
(7)　定例の調査、統計類の作成及び報告に関すること。
(8)　軽易な照会、回答及び報告に関すること。
（類推専決）
第９条　前条の規定により専決できることが明示されていない事項であっても、その職務上専決に属する事務に準ずる事務と認めたときはこれを専決することができる。
（専決事項の特例）
第10条　この規程により専決することができる事項であっても特に重要もしくは異例と認めるものまたは解釈上疑義があるものについては、上司の決裁によらなければならない。
（代決）
第11条　組合長が不在のときは、副組合長がその事務を代決する。
２　副組合長が不在のときは、参事又は消防長がその事務を代決する。
３　参事が不在のときは、消防長がその事務を代決する。
４　消防長が不在のときは、消防本部にあっては、本部所在地の次長（署長）が、各署にあっては、各所在地の次長（署長）がその事務を代決する。
５　本部所在地の次長（署長）が不在のときは、あらかじめ指定した上席の課長がその事務を代決する。
６　署長が不在のときは、副署長、主管課長又は主幹がその事務を代決する。
７　前項の規定により、代決した事項については、軽易な事項を除き、すみやかに決裁権者の後閲を受けなければならない。
（消防長以下の代決の禁止）

第12条　代決事項が、次の各号の一に該当するものについては、消防長以下は代決することができない。
(1)　重要事項に関するもの
(2)　新たな計画に関するもの
(3)　支出負担行為及び支出命令
附　則
この訓令は、公布の日から施行する。
附　則（昭和54年11月12日訓令第３号）

この訓令は、公布の日から施行する。
附　則（昭和57年10月15日訓令第２号）
この訓令は、公布の日から施行する。
附　則（昭和62年４月１日訓令第８号）

この訓令は、昭和62年４月１日から施行する。
附　則（平成５年３月22日訓令第２号）

この訓令は、平成５年４月１日から施行する。
附　則（平成７年５月30日訓令第４号）

この訓令は、平成７年６月１日から施行する。
附　則（平成９年３月27日訓令第１号）

この訓令は、平成９年４月１日から施行する.

附　則（平成10年３月31日訓令第２号）
この訓令は、平成10年４月１日から施行する。
附　則（平成11年４月１日訓令第２号）
この訓令は、平成11年４月１日から施行する。
附　則（平成11年４月１日訓令第３号）
この訓令は、平成11年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成19年１月25日訓令第２号）

　この訓令は、平成19年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合規約
○東十勝消防事務組合参事等に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合消防本部、消防署処務規程
○東十勝消防事務組合組合長の職務の委任規程
第３章　文書・公印

○東十勝消防事務組合等の公印に関する規程
（昭和47年４月１日　訓令第10号）

改正

	昭和57年10月15日　訓令第３号
昭和62年４月１日　訓令第９号
平成９年６月30日　訓令第２号

平成13年２月23日　訓令第２号
	平成19年１月29日　訓令第３号
平成19年５月９日　訓令第3－1号
平成21年１月26日　訓令第１号




（趣旨）

第１条　東十勝消防事務組合等の公印については別に定めがあるものを除くほかこの規程の定めるところによる。
（公印の種類及び保管者）

第２条　公印の種類は、別表左欄に掲げるとおりとし、その保管はそれそれ当該右欄に掲げる者とする。
（保管の方法）

第３条　公印の保管者は公印を厳正に取り扱い、使用しない場合には堅固な容器に納めて錠を施さなければならない。
２　公印は、特に保管者の承認を受けた場合のほか、保管場所以外に持ち出してはならない。
３　総務課長が保管する公印は、勤務時間外、勤務を要しない日及び休日にあっては、当直員が保管するものとする。
（公印の調製、改刻及び廃棄の申請）

第４条　公印の保管者は、公印を調製し、改刻し又は廃棄する必要があると認めた場合は、公印の調製（改刻）（廃棄）申請書（様式第１号）を組合長（消防本部公印については消防長）に提出しなければならない。
２　公印の保管者は公印を改刻し、又は廃棄したときは、不用となった公印を消防次長に引継がなければならない。
（公印の告示）
第５条　組合長又は消防長は、公印を調製し、改刻し又は廃棄したときは、公印の種類、用途及び印影並びに使用開始又は廃棄の期日を告示するものとする。
（公印の台帳）
第６条　総務課長は公印台帳（様式第２号）を備え公印の種類、印影その他必要な事項を登録しておかなければならない。
（公印の事故）
第７条　公印保管者は、公印に盗難、紛失、偽造、変造等の事故があったときは、直ちに公印事故届（様式第３号）を組合長又は消防長に提出しなければならない。
（公印の使用）
第８条　公印を使用するときは公印保管者（時間外及び休日にあっては当直者）に決裁文書を呈示し、その承認を受けなければならない。
２　特に必要があって公印を持ち出すときは、公印持出簿（様式第４号）により公印保管者の承認を得なければならない。
附　則
この訓令は、昭和47年４月１日から施行する。
附　則（昭和57年10月15日訓令第３号）
この訓令は、公布の日から施行する。
附　則（昭和62年４月１日訓令第９号）
この訓令は、昭和62年４月１日から施行する。
附　則（平成９年６月30日訓令第２号）

この訓令は、平成９年７月１日から施行する。
附　則（平成13年２月23日訓令第２号）

この訓令は、平成13年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成19年１月29日訓令第３号）

　この訓令は、平成19年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成19年５月13日訓令第3－1号）

　この訓令は、平成19年５月13日から施行する。

　　　附　則（平成21年１月26日訓令第１号）

　この訓令は、平成21年４月１日から施行する。

別表（第２条関係）

	区分
	公印の種類
	公印の保管者

	庁印
	東十勝消防事務組合印
	総務課長

	
	東十勝消防事務組合消防本部印
	総務課長

	職印
	東十勝消防事務組合長印（大）（消防本部）

東十勝消防事務組合長印（小）（消防本部）

東十勝消防事務組合長印（小）（幕別消防署）

東十勝消防事務組合長印（小）（池田消防署）

東十勝消防事務組合長印（小）（豊頃消防署）
東十勝消防事務組合長印（小）（浦幌消防署）
	総務課長

　〃

消防課長

　〃

　〃

　〃

	
	東十勝消防事務組合長職務代理者印（消防本部）

東十勝消防事務組合長職務代理者印（池田消防署）

東十勝消防事務組合長職務代理者印（豊頃消防署）

東十勝消防事務組合長職務代理者印（浦幌消防署）
	総務課長

消防課長

　　〃

　　〃

	
	東十勝消防事務組合消防長印（消防本部）
東十勝消防事務組合消防長印（幕別消防署）

東十勝消防事務組合消防長印（池田消防署）

東十勝消防事務組合消防長印（豊頃消防署）

東十勝消防事務組合消防長印（浦幌消防署）
	総務課長

消防課長

　〃

　〃

　〃

	
	東十勝消防事務組合議会議長印
	総務課長

	
	東十勝消防事務組合会計管理者印
	組合会計管理者

	
	東十勝消防事務組合副会計管理者印（池田町出納室）
東十勝消防事務組合副会計管理者印（豊頃町出納室）

東十勝消防事務組合副会計管理者印（浦幌町出納室）
	組合副会計管理者

　　　〃

　　　〃

	
	東十勝消防事務組合幕別消防署長印
東十勝消防薙務組合池田消防署長印
東十勝消防事務組合豊頃消防署長印
東十勝消防事務組合浦幌消防署長印
	消防課長

　〃

　〃

　〃

	
	東十勝消防事務組合幕別消防団長印

東十勝消防事務組合池田消防団長印
東十勝消防事務組合豊頃消防団長印

東十勝消防事務組合浦幌消防団長印
	消防課長

　〃

　〃

　〃

	
	東十勝消防事務組合代表監査委員印
	幕別町監査委員事務局長

	
	東十勝消防事務組合監査委員印
	幕別町監査委員事務局長
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【関連】

○東十勝消防事務組合公告式条例
○東十勝消防事務組合消防本部、消防署処務規程
【様式】

様式第１号（第４条関係）　公印の調製（改刻）（廃棄）申請書
様式第２号（第６条関係）　公印台帳
様式第３号（第７条関係）　公印事故届
様式第４号（第８条関係）　公印持出簿
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